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山形県 高畠町

◇位 置 山形県南部 置賜（おきたま）盆地の東側に位置

◇人 口 約2万１千人

◇気 候 寒暖差の激しい盆地気候 豪雪地帯

◇産 業 農業が基幹産業 製造業：機械工業・食品加工業

キャッチフレーズ “まほろばの里”

（山に囲まれた稔り豊かな住みよいところ）
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主要農産物
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農地面積・産出額

３，８６０ha耕地面積

３，０１０ha田耕地面積

８５０ha畑耕地面積

９３４経営体農業経営体

１，９９６人農業就業人口

52%

27%

13%

6%

2%

R4農業産出額（82.2億円）

果 実 43.2億円

米 22.3億円

畜 産 10.5億円

野 菜 4.9億円

その他 1.3億円
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有機農業の取組み状況

• 水 稲 ８１ ha うちJAS ４6ha

• 野 菜 ５ ha

• 大 豆 １５ ha

• 果 樹 ２ ha

• 生産者数 ４８人

（R５環境保全型農業直接支払い 有機農業の取組み）
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有機農業運動50年の軌跡

１９７３年 青年有志が高畠町有機農業研究会発足

近代化農業（化学肥料・農薬・機械化）への異議

農民の自主・自立を目指す運動としての有機農業

１９９６年 研究会発展的解消 複数組織に派生し活動

１９９７年 町有機農業推進協議会発足（町が事務局）

２０２３年 研究会発足より５０周年 ビレッジ宣言 ５０周年記念誌
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食と農のまちづくり

有機農業の取り組みがまちづくりにも影響を
及ぼし、条例制定

○耕す教育の実践 ・・・ 小学校 農業体験
中学校 農業生産部

○食育・地産地消 ・・・ 学校給食、食育授業

○都市と農村の交流 ・・・ 大学生や都市住民との交流

▲一流シェフによる味覚の授業
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学校給食の取り組み

○町内７小中学校 自校方式で供給

○学校毎に地場産野菜を提供する組織が活動

○活動歴は最長で６０年

○有機農家も参加 有機栽培又は農薬を控えた栽培

〇全国学校給食甲子園でも地産地消が評価され特別賞受賞
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思いを未来へ ビレッジ宣言

これまで先人が築いてきた有機農業運動への思いを

次代に繋いでいくため、有機農業５０周年の節目と

なる２０２３年１１月にオーガニックビレッジ宣言
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有機農業推進に向けた現状と課題

◆高齢化等により有機栽培面積は減少傾向

◆雑草対策の負担も大きく省力化が課題

◆地域内での消費・流通も限定的
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取組み概要

（１）生産関連の取組み

①除草省力技術の研究

（２）消費関連の取組み

①学校給食への有機農産物の活用促進

②有機農産物直売イベントの開催

③有機農業をテーマにした講演会の開催
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生 産

除草省力技術の研究

○代掻き・深水管理による抑草技術

→積雪地への応用

○除草ロボットによる物理的除草

→コスト、効果の検証
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消 費

有機農産物給食

○有 機 米 年間３日

※生産者団体に供給余力なし

○有機野菜 企画給食として３日

※学習動画も制作

慣行栽培者へ有機栽培への取組みを促す

ステップとして、化学肥料不使用、農薬使用を

初期除草剤のみとする栽培基準を設けた

特別栽培米を提供する計画を進行中

学校給食用特別栽培米

栄養教諭、教育委員会、農林部署が連携
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消 費

イベント・講演会

○マルシェの開催

有機農家と消費者の交流

○講演会・上映会

有機農業と食や健康を絡めた講演
会や映画の上映により理解醸成を図る
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流 通

地域認証

○町内産有機農産物の流通を高め

るため地域内認証の実施検討

○飲食店等における有機農産物の

活用も促進

認証の対象範囲
摘要

化学肥料５割減以上
節減対象農薬５割減以上
化学肥料不使用
節減対象農薬７割減
化学肥料不使用
節減対象農薬不使用

慣行栽培

区分

国際水準の有機農業

認証対象B

認証対象A
（有機栽培相当）

特別栽培

有機JAS認証

地域で行われている通常
の栽培
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これまでの５０年 ◆農業者の自主的な取り組みによる展開

◆都市部の消費者との提携を中心に発展

◆行政やJAの関わりは限定的

これから２０５０年に向けて（課題）

関係機関の方向性の一致と連携強化が必要

（県・ＪＡ ― 一般農業者への普及には積極的な関与必須）

町の継続的展開

（政策的としての理解醸成、財源確保、人的体制）
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ご静聴ありがとうございました

高畠町有機農業産地づくり推進協議会

高畠町農林課
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